
特定健診・特定保健指導への歯科関連 
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• 平成２０年度から４０～７４歳全ての被保険者を対象に
特定健診・特定保健指導の実施が各医療保険者に義
務付けられているものの、未だ健診受診率・保健指導
実施率ともに低率に留まっている。 

• 一方、レセプトデータと歯科健診・歯科受診時データの
分析から現在歯数が多いもの、歯周病の罹患状況が
軽度のものでは総医療費が低いことが明らかになって
いる。 

• また、健保組合等の主たる被保険者である４０～６０
歳の者の歯科受診率は他の疾患に比べて高く、当該
年齢層における歯科診療費の比率は決して低くない。 

特定健診・特定保健指導への歯科関連 
プログラム導入に向けた背景 
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介護保険事業
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・2025年度ま
での将来見通
しの策定

病床機能分化・連携の影響を両計
画に反映

介護報酬改定（予定） 診療報酬改定（予定）

基金造成・
執行

地域医療構想（ビジョン）の策定

第6期介護保険事業（支援）計画
に位置付けた施策の実施

・2025年の医療需要と、目指
すべき医療提供体制
・目指すべき医療提供体制を
実現するための施策

・介護サービスの拡充
・地域支援事業による在宅医療・介
護連携、地域ケア会議、認知症施
策、生活支援・介護予防等の推進

第6次医療計画 第７次医療計画
第７期介護保険
事業計画第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

資料： 厚生労働省作成



老人保健法

基本健康診査
（老人保健事業）

生活機能評価
〈65歳以上〉

医療保険各法

一般健康診査　等

老人保健法
歯周疾患健診、骨粗鬆症健診

肝炎ウイルス検診

市町村の実施する

がん検診

労働安全衛生法

一般健康診断

平成１９年度 平成２０年度

労働安全衛生法

一般健康診断

介護保険法

生活機能評価
〈65歳以上〉

高齢者医療確保法

特定健康診査(義務)
〈40～74歳〉

高齢者医療確保法

健康診査(努力義務)
〈75歳以上〉

健康増進法

がん検診
歯周疾患検診　等

自営業者や主婦等、これ
まで大半が老人保健法に
規定する基本検診を受診
していた者は、特定健康
診査の対象となる。

(変更なし)

市町村の実施するがん
検診を健康増進法に実
施を規定する。

所管：市町村介護部門
対象：介護保険の被保険者
会計：介護特会

所管：市町村国保部門
対象：国保の被保険者
会計：国保特会

所管：広域連合
対象：広域連合の被保険者
会計：広域連合

所管：市町村衛生部門
対象：住民
会計：一般会計

老人保健法に基づく基本健診により
実施されていた部分
→円滑な移行に留意する必要

市町村における各種健診(検診) 

厚生労働省保険局：特定健康保険指導の円滑な実施に
向けた手引き，平成19年7月 



健康診査に要する経費 【拡充】 
後期高齢者医療の被保険者に係る歯科健診 

○ 口腔機能低下の予防を図り、肺炎等の疾病予防に繋げるため、歯・歯肉の状態や口腔清掃状態等を
チェックする歯科健診を実施することとし、広域連合に対して国庫補助を行う。 

  
○  健康増進法による健康診査実施要領に規定されている歯周疾患検診を参考にしつつ、高齢者の特性を

踏まえた検査内容を各広域連合で設定。 
        〈例〉 
       問診、口腔内診査、口腔機能の評価、その他（顎関節の状態等）  
                        
○ 市町村や都道府県歯科医師会等への委託等により実施 
 
 
 
 
 
 
 

概 要 

参考 （関連事業） 

対象者 事業内容 実施主体 所管部局 

歯周疾患検診 40歳、50歳、60歳、70歳の者 歯科医師等による歯周病検診 
 

市町村 健康局 

歯科保健医療サービス
提供困難者への歯科保
健医療推進事業 

障害者や寝たきり高齢者等、医療
サービス提供困難者 

歯科医師等による歯科健診や 
施設職員への指導等 

都道府県、政令市及
び特別区 

医政局 

口腔機能向上プログラ
ム（介護予防事業（二次
予防事業）） 

二次予防事業対象者（要介護状態
となるおそれのある者）のうち口腔
機能が低下していると思われる者 

歯科衛生士等が介護職員等と協
働して、口腔清掃や口腔機能訓練
を実施 

市町村 
 

老健局 

※７５歳以上の者のうち、ある程度健康を維持している者に対する口腔機能低下や肺炎等の疾病予防対策は、上記事業では対応できていない。 

※歯科健診以外の健康診査の26年度要求額 ２，５１６，
８５０千円 （平成25年度予算額 ２，７８７，２５１千円） 

委
託 

市町村・都道府県歯科医師会等 

医療機関・健診施設 保険者（広域連合） 
被保険者 

契
約 受

診 

平成26年度予算案額 
  健康診査に要する経費 約30.0億円 
  うち、歯科健診分      約4.9億円 
  （補助先：後期高齢者医療広域連合） 
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 対象歯のない者 

歯周ポケット 

6mm以上 

歯周ポケット 

4mm以上6mm未満 

歯石の沈着注) 

プロービング後の出血 

所見のない者 

注） 歯石の沈着の項には、歯周ポケットが4mm以上の者は含まない。 

歯肉の所見の有無（年齢階級別） 
平成23年厚生労働省歯科疾患実態調査 

（歳） 



年齢 対象者数 受診者数 受診率（％）

総数 7,021,000 266,606 3.8
40歳 1,986,000 75,289 3.8
50歳 1,545,000 53,447 3.5
60歳 1,803,000 61,218 3.4
70歳 1,687,000 76,652 4.5

81.0  79.3  81.2  82.0  81.8  

8.8  9.6  8.9  8.5  8.3  

9.6  10.4  9.3  9.0  9.4  
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検診受診者数・受診率（2012年） 

市町村実施率の推移 

厚生労働省，地域保健・健康増進事業報告，平成24年（2012年） 

（％） 

歯周疾患検診（平成24年度健康増進事業，全国） 
市町村実施率56％，受診者数27万人，受診率3.8％，要精検率81％ 



（単位：人）

平成20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

(2008) ( '09) ( '10) ( '11) ( '12)

受診者数 3,916,203 3,946,780 3,775,071 3,809,890 3,788,969

受 診 率 (％) 10.2 10.1 9.6 9.2 9.0

受診者数 6,685,467 6,911,047 6,799,918 7,087,151 7,291,794

受 診 率 (％) 17.8 17.9 17.2 17.0 17.3

受診者数 6,418,334 6,693,859 6,761,698 7,649,103 7,988,767

受 診 率 (％) 16.1 16.5 16.8 18.0 18.7

受診者数 3,499,278 4,412,368 4,533,835 4,516,207 4,495,670

受 診 率 (％) 19.4 21.0 23.7 23.9 23.5

受診者数 1,792,176 2,574,508 2,492,868 2,523,008 2,377,791

受 診 率 (％) 14.7 16.3 18.8 18.3 17.4

胃 が ん

大腸がん

肺 が ん

乳 が ん

子宮がん

　1)平成22年度は、東日本大震災の影響により、岩手県の一部の市町村（釜石市、大槌町、宮古市、陸前高田市）、宮
城県のうち仙台市以外の市
    町村、福島県の一部の市町村（南相馬市、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、飯舘村、会津若松市）が含
まれていない。

  2)受診率は、計数が不詳の市区町村を除いた値である。

2)

2)

2)

2)

2)

1)

厚生労働省，地域保健・健康増進事業報告，平成24年（2012年） 

がん検診受診者数及び受診率の年次推移 



特定健康診査・
特定保健指導

人数(人）
受診率・対
象者率・終
了者率（%）

対象者数 52,806,123 －

特定健康診査受診者数 24,099,472 45.6

特定保健指導対象者数 4,251,545 17.6

積極的支援対象者数 2,236,872 9.3

動機付け支援対象者数 2,014,673 8.4

特定保健指導終了者数 713,745 16.8

積極的支援終了者数 309,483 13.8

動機付け支援終了者数 404,262 20.1

特定健診・特定保健指導対象者数・受診者数（平成24年度） 

厚生労働省．特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ，
http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/info02a-2.html 



地域・職域 

歯科医院 

 2005年1月：日本歯科医師会「今後の歯科健診
の在り方検討会」報告書 

 2006年～2008年度：生活習慣病対策口腔保健
モデル事業（3か年、7都県対象） 

 2009年7月：日本歯科医師会標準的成人歯科健
診プログラム・保健指導マニュアル（生活歯援プ
ログラム）策定・公表 

 2010年度：「生活歯援プログラム」テスト（評
価）事業（5都県対象）  

 ・国都道府県歯科医師会全国ブロック別研修会
（7か所） 
 2011年度（5か所）：日本歯科衛生士会ブロッ
ク別研修会 

 
 

日本歯科医師会成人歯科健診・保健指導プログラム
とはどういうものか 

 疾患発見型からリスク発見型への転換 
 専門家の保健指導のためのアセスメントと技術の向上 
 地域・職域と歯科診療所をつなげるシステム 
 住民・受診者が自ら取り組める環境の整備 
 生活習慣病と歯科の共通リスクへの対応 





市町村健康増進事業としての活用 

生活歯援プログラムＷｅｂ版作成 

生活歯援プログラムアプリ作成 

新パンフレット作成 



平成26年度厚生労働省における主な研究事業等 
（歯科保健・医療関連抜粋） 

【医政局関連】 
 事業名 実施者 

歯科保健サービスの効果実証事業 三菱総合研究所 

歯科疾患の疾病構造の変化を踏まえた歯科口腔保健の実態把握のための評価
項目と必要客体数に関する研究 

三浦宏子（国立保健医療科学
院） 

歯科技工物の多国間流通の現状把握に関する調査研究 宮崎秀夫（新潟大学） 

歯科専門職の資質向上を実現するために具有すべき条件に関する研究 西原達次（九州歯科大学） 

歯科診療所における恒常的な医療安全管理の基盤構築に関する研究 森崎市治郎（大阪大学） 

レセプト・健診情報等を活用したデータヘルスの推進 

口腔ケアによる肺炎予防 

効果的な健診保健指導→生活歯援プログラム→定期受診 

【保険局】 

特定健診・特定保健指導に「歯科」を入れる効果について検証 



 事業名 実施者 

歯科口腔保健と作業関連疾患との関連に関する実証研究 川口陽子（東京医科歯科大学） 

業務と歯科疾患関連並びに職場の歯科保健サービスの効果把握に関する研究 
 

上條英之（東京歯科大学） 

【労働基準局関連】 

【健康局関連】 
 事業名 実施者 

70歳、80歳、90歳の高齢者の歯・口腔の状態が健康長寿に及ぼす影響につい
ての前向きコホート研究 

前田芳信（大阪大学大学院） 

歯科介入型の新たな口腔管理法の開発及び介入効果の検証等に関する研究 菊谷 武（日本歯科大学） 

生活習慣病の発症予防に資するための歯科関連プログラムの開発とその基盤
整備に関する研究 

安藤雄一（国立保健医療科学
院） 

住民のソーシャル・キャピタルの涵養を通じた効果的・効率的な歯と口の健康づ
くりプログラムの開発と効果の検証 

山本龍生（神奈川歯科大学大
学院） 

口腔ケアと栄養管理による誤嚥性肺炎の予防に関する研究 東口髙志（藤田保健衛生大学） 

歯周疾患と糖尿病等との関係に着目した歯科保健指導方法の開発等に関する
研究 

森田 学（岡山大学大学院） 

労働安全衛生法一部改正に伴う付帯決議 

平成２６年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
 




